





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral
























































































2008 年）第 12 章を参照していただきたいが、民国時期の上海においても南京と同様の事
態が起こっていたものと考えられる。江南の他地域に先行して上海租界地域では典権が消
滅し、抵押権が多用され、よりスピーディな経済活動が展開されていた（但し、上海の周
辺では一部、典権慣行が民国末年においても存在したことが報告されている）。 
南京と逆であったのは、権柄単を活用することで、外国人名義により中国人が不動産の
実質所有を目指したことである。土地章程の設定範囲外では、南京と同様に中国人名義に
よる外国人の不動産獲得が行われた（エクステンション地域は租界と同じく、領事館の登
記冊に登記される場合が多くなる）。 
言及しなければならないのは、中華民国民法と実際の不動産管理との関係であろう。端
的な例は、留置権の使用開始である。同権は民法施行後に初めて法的な権利として上海に
現れる。民法の実質的な法源としての活用が全国的にどのように広まっていったのかを知
るためにも、南京の不動産関連訴訟事例において（多くは簡易裁判あるいは地裁第一審に
なる）、どのように民法が援用され、それが政府の不動産管理とどのように関連していたの
か、今後の研究の深化を待ちたい。 
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